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１．はじめに

国営総合農地防災事業「下浦幌地区」は、北海道十勝支庁管内東部に位置する十勝郡浦

幌町および中川郡豊頃町に拓けた農地の3,830haを受益としている。受益地区では酪農と

畑作を基幹とした大規模な土地利用型農業が展開されているが、地区内の農地の相当部分

が泥炭土であり、地盤の不等沈下により排水施設の維持管理に支障をきたすとともに過湿

被害が発生しやすく、農業生産基盤としての機能が著しく低下している。そこで排水施設

の機能回復と併せて農地保全工を実施し、持続的な農業生産と農業経営の安定化を図るこ

とにより国土保全に資することを目的に、平成11年度から本事業が施行されている。

本地区には、事業の円滑な推進に向けて地域の調整や合意形成を行うために、事業主体

および受益農家、地元関係機関等で構成された「国営総合農地防災事業下浦幌地区地域ネ

ットワーク協議会」が設立されており、機能回復された生産基盤の機能向上に向けた圃場

管理技術「省耕起」の普及啓発も実施している 。１）

本報告は、下浦幌地区地域ネットワーク協議会の取組みの１つである圃場管理技術「省

耕起」の紹介を通して、地域ネットワーク協議会が地域のソーシャルキャピタルの構築に

大きな役割を果たしていることを述べたものである。

２．農地保全工による機能回復圃場の物理的構造

本地区で実施している主要な農地保全工は 置「

土工」と「暗渠排水工」であるが、前者は泥炭

土の出現深度が浅い場合、後者は泥炭土の出現

深度が暗渠の埋設深度（約１ｍ）よりも深い場

合に適用される。 に施工断面を示すが、置図１

土材には透水性の高い砂や砂質土を用い、暗渠

の疎水材には地域発生資材である「からまつチ

ップ」を地表面下40cmまで投入している。

は農地保全工により機能回復が図られた図２

圃場の物理的構造の一例であるが、２圃場とも

に耕耘管理土層Ａp層がＡp1層とＡp2層に分化

し、Ａp2層は排水機能を担うマクロ間隙が非常

図１ 下浦幌地区の農地保全工法に少ない難透水性土層（飽和透水係数10 ～10－７ －５

Fig.１ Land conservation incm/sのオーダー）になっている。Ａp2層の出現に

Shimo-Urahoro districtは慣行的な耕耘管理が大きく関与しているが、何
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れにしてもＡp2層の存在は農地保全工

による機能回復の効果発現を阻害し、

湿害再発の原因になりかねない問題で

ある。

３．圃場管理技術「省耕起」による

農地の機能保全・機能向上

前述の慣行的な耕耘管理とは「プラ

ウ反転耕起」と「ロータリ撹拌砕土」

の２工程から成る耕耘管理のことを言

いうが、Ａp2層は次のようにして出現

する。１）先ずロータリ撹拌砕土によ

ってＡp1層のマクロ間隙が異常に増加

し（過度の砕土 、２）膨軟なＡp1層）

は営農管理作業により圧縮され、３）

収穫後のプラウ反転耕起により圧縮さ

図２ 農地保全工施工圃場の物理的構造れたＡp1層が直下の土層と反転置換され

Fig.２ Soil physical condition after land難透水性のＡp2層として耕耘管理土層中

conservationに保存される。従って、機能回復圃場に

おける慣行的な耕耘管理の踏襲は、Ａp2層の形成

を通じて排水不良を再発する可能性がある。そこ

で、地域ネットワーク協議会は慣行的な耕耘管理

からの脱却を目指した取組みとして、圃場管理技

術「省耕起」を導入するための試験圃場を設置し

た。ここで圃場管理技術「省耕起」とは、１）収

穫後のプラウ反転耕起に代えてプラウ耕深の低速

度（時速２km程度）の心土破砕を行ってＡp2層に

、 ） 「 」マクロ間隙を再生し ２ Ａp1層の 過度の砕土

を回避するために収穫残渣その他の有機質資材は

ロータリ撹拌耕を用いて表層で圃場還元する管理

方式である。 に試験圃場（ビート作付）の物図３

理的構造を示すが、省耕起の導入により難透水性

のＡp2層の排水機能が改善され、ビートの根の到

達深度が慣行区の32cmに対して省耕起区では52cm

図３ 省耕起による畑地の物理的に達していた。また、収量は慣行区の6.0ton/10ａに

構造の改善対して省耕起区は7.1ton/10ａとなり、約１ton/10ａ

Fig.３ The effect of conservationの増収効果が認められた。

tillage４．おわりに

下浦幌地区地域ネットワーク協議会は、国営総合農地防災事業の農地保全工による機能

回復圃場に対して、試験圃場を設置して圃場管理技術「省耕起」の導入による農地の「機

能向上」に取り組んでいる。試験調査の結果は毎年開催されている「意見交換会」や掲示

板等を通じて地元に情報提供され、受益者に対する圃場管理技術の普及にも役立っている

ところである。農地の「機能回復」から「機能向上」への進化により地域の基幹産業「農

業」の更なる飛躍が期待でき、地域の活性化につながっていくものと確信する。
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